
軽医療における需要の価格弾力性の判定

私は経済学者であり、今までのご報告とはかなり趣が異なったも

のとなると思います。

今回報告させていただくテーマは、皆さん少なくとも新聞紙上等

でご承知のとおり、一層の高齢化の進展に伴って医療保険財政がか

なり危機だということが言われており、その中で、昨年9月に被扶

養者本人の保険の自己負担率が2割に上がりましたけれども、その

前に、さらにその次の改正の厚生省案が出されています。

去年の8月に出ている案では、安い金額の医療を全額自己負担に

するというものが1つ。他には、大病院と診療所の自己負担率を変

えるとか、高齢者医療保険とかいうものがありますが、とりあえず

そういう案が出ていて潜在的な選択肢にあるということで、それの持っている意味を経済学

的に考えようと、横浜大学の井伊先生と始めたのがこの研究です。

安い医療というのは一体何を指しているのかよくわからないところがある。金額もわから

ない。とりあえず、風邪とか腹痛とか、死に至るほどの病でもなく、治療法も、根治的かど

うかはともかくとして、確立されていて、従ってどこの医療機関でも大体同じような処置が

されるというようなものをここでは軽医療と呼んでいます。このように軽医療という定義が

あまりはっきりしていないのですけれども、軽医療にどれだけ国民医療費が使われているか

という積算を野村総研の方でしておりまして、約3.3兆円という推定を出しております。

ここでの報告をさせていただくのは、軽医療全体というよりも、むしろもうちょっと疾病

を特定化して、風邪にだけ限定したいと考えております。

風邪で医療費は総額約5千億円。軽医療での約7分の1ぐらいの割合です。

風邪に限定して考えると、軽医療全般がそうだと思うんですが、例えばガンであればお医

者さんにかかるしか治療方法（対処方法）がないわけですが、軽医療というのはそれ以外に

も大衆薬があるし、例えば単に寝ているだけとか、卵酒とか、民間療法も含めて医療以外の

選択肢がありうるということです。また、反復的に毎年何回か風邪を引くわけで、自分の体

調調整するなど風邪に対する対応の仕方というのも、それぞれ人生の中で学んでいるという

ことがあるわけです。そこが死に至る病の高度な医療とは異なる部分である。

そういう、代替的な対処方法がある場合には、需要関数が右下がりになる可能性がある。

つまり価格に応じて、安かったら医療に行くだろうし、高かったら別の対処方法をしうると

いう患者側の選択が理論的にはありうるということです。そこでその選択の程度（需要関数

の価格弾力性と呼ぶのですが）を測定してやろうというのが今回の研究です。

10割上げるというのは極端な例としても、自己負担率を1割アップさせるようなことをし

たとき、一体医療費がどれだけ削減されるのか、あるいは国民全体の満足度の変化はどのく

らいになるのかという部分まで評価するためには、この需要曲線についての情報が必要であ

るということで、そのための基礎的な研究という意味を込めて行ないました。
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（OHP１）

普通、医療経済は主に病院とか医療の供給側に限定

した分析が多くなされているわけですけれど、モチベ

ーション的に言いまして、風邪を引いた人が対象であ

ることは間違いありません。それが医者にかからない

という対処方法も明示的に考えなくてはならないとい

うことで、データとしましては、11月～1月の約2ヵ月

弱の間の風邪のシーズンと言われるときに、一般家庭

600世帯にアンケート用紙を配付して、風邪を引いた人

には記入していただく。どういうふうな対応をしまし

たか、何日休みましたかとか、大衆薬を買ったとか、

何もしなかったとか、病院に行ったとか、そういう対

処方法を記録してもらうという形でデータを収集した

ということです。その場合における医療の価格ですが、

ここはちょっときつい仮定といえばきつい仮定なんで

すが、風邪で具体的に寝込んでる期間（就床期間）と

か発熱の温度が一定であれば、どこの医療機関にかか

っても同じ値段であると仮定しております。

そうすると、患者の直面している医療費の価格とい

うのは、結局その人の入っている医療保険の自己負担

率ということに帰結されるわけです。自己負担率は、

当時はもう改正後ですから2割とか3割ですが、健保組

合はご存知のように付加給付がありえますから、実際

には0割とか、扶養者でも2割という人たちがいるとい

うのが、表１にまとめられています。この自己負担率

のバリエーションを通じて価格弾力性を提示しようと

いうことを考えています。

（OHP２）

推定モデルは多項プロビットと言われるもので、こ

こでは選択肢を3つ想定します。医療機関にかかるか、

大衆薬を服用するか、何もしないか。何もしないとい

うのは前の2つ以外を全部含めています。

実際に600世帯をやったうちで、風邪を引いたサンプ

ルは246、そのうち医療サービスを選んだ人が約4割、

大衆薬も4割、何もしなかった人が約2割という分布に

なっています。

（OHP３）

さっそく推定結果ですが、自己負担率の推定結果を

解釈しますと、自己負担が0の人は、医療保険に加入し
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ていない全額自己負担の人（10割）と比較すると、当

然たくさん需要していて、医療サービスの23％ポイン

トだけ多く医療機関にかかっている。例えば、全額自

己負担の人が20％医療機関にかかっているとすれば、

自己負担0の人は43％かかっているということになり

ます。自己負担が0の人と医療保険に加入していない

人を比べると、自己負担0の人がOTCへの需要は

40％ポイント少なく、「何もしない」が17％多いとい

うような結果になっております。

これは、国民生活基礎調査という厚生省の調査（官

庁統計ですからかなり粗いのですが）を使った場合で

も、大体同じような数値を得ております。

あと推定にあたって、健康資本としまして、平均的

に風邪にかかる頻度（例年どれくらい風邪をひいてい

るか）、それから運動習慣、喫煙習慣、飲酒習慣とい

うこともコントロールしております。

（OHP４）

病状としまして、１日寝込むと医療サービスの需要

が10％ポイント増加し、１度発熱温度が高いと医療需

要が18％ポイント上昇する。発病期間は発病してから

完治するまでの事後的なものですけれども、10日長い

と医療サービスの需要が5％ポイント増加する。重症

になれば医療機関にかかるということです。あと年齢、

教育、機会費用というものを考慮に入れておりますが、

ここでは省略します。

（OHP５）

薬の知識については、当時H２ブロッカーというも

のが盛んにコマーシャルされていたので、それを知っ

ている人と知らない人とでは、知っている人の方が

11％ポイント医療需要が少なくなるというような結果

を得ております。

（OHP６）

この結果を用いて、自己負担率が1割増加する、つ

まり国民健保で被保険者本人が3割、被扶養者が4割

になったというような政策が、もし風邪に関してなさ

れるならば、270億円～430億円の国民医療費削減

（抑制）になり、大衆医薬の需要は88億円増えるとい

うことがわかりました。それからH２ブロッカーを知

っているなど大衆薬の知識が広まると、国民医療費は
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400億円～600億円増加し、大衆医薬は約60億円ほど増加するということがわかる。

単純に軽医療全体では風邪の7倍と考えると、自己負担を1割上げると、約3000億円弱国

民医療費が抑制されるであろうという予測をしております。
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